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都市部のスーパー
都市部の小売商店 等宅配事業者

過疎地域の高齢者等

②ボランティア等が宅配
サービスの注文を代行

①高齢者等が
公民館等に
電話・来訪し、
注文

注文代行拠点

③都市部の
スーパー等へ
発注

④発注を受け、
公民館等へ宅配

過疎地域の
公民館・集会所 等

共同集荷拠点

⑤利用者本人やボ
ランティアが各
自の荷物を
受け取る

情報共有体制
の整備（個人
情報保護の
あり方等）

民間事業者による公共施設の利用
についてのルールづくり

公民館の使用制限などを設けた
法令・条例等の運用柔軟化

持続可能な集落内物流の仕組みづくり

新たな市場
の創出

【出典】経済産業省産業構造審議会産業競争力部会資料（抜粋）

（過疎地域における買い物等支援サービス）
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病院介護事業者等

見守り
情報共有システム

＠病院

ライブ遠隔監視による見守り

自治体

独居高齢者

○住居に赤外線センサーを
設置し生活を見守る
○異常時には自動通報し
民生委員等がかけつける

独居高齢者独居高齢者

バイタル等情報収集・遠隔支援による見守り

医師、看護士、ヘルパー

民生委員等 の派遣

人

事業継続性を確保するための費用負担等
のビジネスモデルの策定

多職種間での情報共有の基盤整備（プライバシー、
セキュリティ、情報閲覧権限の策定）

看護士、ヘルパー

民生委員等 の派遣

糖尿病等の患者

○バイタルデータを
随時医師等へ
自動的に送信
○医者は異常値を
早期に発見

地域の住民

○けが・病気などの
緊急時にテレビ電話
を用いて医師から
支援を受ける

遠隔医療における医師間の責任分界及び診療報酬のあり方の整理

サービス
事業者

適切な
配食サービス等人

【出典】経済産業省産業構造審議会産業競争力部会資料（抜粋、一部改変）

（中山間地域等における生活の見守りサービスの創出）
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７．計画の策定体制の例について 

 

第５期介護保険事業計画策定体制の例
○ 日常生活圏域ごとのサービス整備を促進していくための手段として、市町村介護保険事業計画の策

定に当たって、日常生活圏域ごとに「日常生活圏域部会（仮称）」を設置し、日常生活圏域ニーズ調
査や給付分析等を通じて把握した地域の諸課題を踏まえて、サービスの整備方針を検討していくこと
が考えられる。

○ この「日常生活圏域部会（仮称）」に、既存の地域包括支援センター運営協議会・地域密着型サー
ビス運営委員会等の地域団体や地域住民が参加することにより、ニーズに即したサービス整備が図り
やすくなるものと考えられる。

地域包括支援
センター

運営協議会等 市町村介護保険事業計画策定委員会
日常生活圏域部会（仮称）

【各圏域に設置】
地域密着型
サービス

運営委員会等

市町村介護保険事業計画策定委員会

【市町村介護保険事業計画を策定】

都道府県介護保険事業支援計画

地域住民

 

８．第５期の「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」

の基本的な考え方について 

 

【基本的事項】

■基本的理念

・地域包括ケアの一層の推進

■要介護者等の実態の把握

・日常生活圏域ニーズ調査の積極的な実施

■今後地域で必要と考えられる以下の４事項について、地方自治体が地域の実情に応じて優先すべ

き重点事項を選択して取り組むことができるように計画の記載事項に追加（任意）

①認知症支援策の充実

②在宅医療の推進

③高齢者に相応しい住まいの計画的な整備

④生活支援サービス（介護保険外サービス）

（参考）

・３７％参酌標準の撤廃 → 平成２２年１０月７日改正済

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」の基本的な考え方（案）

○基本的な考え方は以下のとおりである。

Ⅰ．介護保険事業計画に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（案）ついて

■ 各自治体の「第５期介護保険事業計画」（平成２４～２６年度）作成のための基本的な指針を示すもの。
※ 今回の一部改正は、現行の「第４期介護保険事業計画」（平成２１～２３年度）作成のための基本指針の一部改正。

●基本的な考え方
●療養病床転換の延期
●精神病床転換
●5期指針柱
８／２４総理→５つの取
組
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９．第５期介護保険事業（支援）計画の策定に向けた主なスケジュール（予定） 

 現時点における第５期介護保険事業（支援）計画の策定に向けた主な予定は、地方自治体の

事務実施に支障を生じないこと等に留意のうえ、次のようなスケジュールを考えてい４る。 

 

市区町村年度・月 国都道府県

市町村への情報提供・説
明会、研修会等の実施

・ニーズ調査等の高齢者
実態調査の実施 等

・ニーズ調査手法の成案
・基本指針の骨格案の
提示

２２年度

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

２３年度

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

２４年４月

計画策定のための準備作業

サービス見込量の設定作業

サービス見込量・保険料の
仮設定

・ニーズ調査等の分析を
基に、サービス見込量
の設定作業

○ 計画策定作業等に関する国・都道府県の間での実務
的な情報提供・意見交換

事業計画を議会に報告
介護保険条例の改正

事業支援計画を議会に報告

都道府県との調整 市町村・国との調整

都道府県との調整
（都道府県ヒアリング）

基本指針告示

第５期介護保険事業計画スタート

基本指針改正（案）
の提示

市町村の策定作業
を支援

事業支援計画の策定
作業

ワークシートの配布

第５期介護保険事業計画の策定スケジュール（イメージ）

（注）あくまで現時点での予定であり、今後変更等があり得る。
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○ 療養病床再編成の今後の方針を決定するため、患者の状態像や現場の意向等、実態を把握

することが必要であると判断し、平成 22 年 1 月から平成 22 年 7 月にかけて、 

（１）介護療養病床から他の施設等への転換実績・転換予定 

（２）介護療養病床に入院している患者の状態像 

等について調査を実施したところ。 

 

○ （１）については、介護療養病床からの今後の転換意向は、「未定」が約 60％、「医療

療養病床に転換」が約 20％、「介護老人保健施設へ転換」が約 10％であった。 

 

○ （２）については、介護療養病床の患者は、医療療養病床の患者よりも高度な医療を必要

としない「医療区分１」の占める割合が高く、高度な医療を必要とする「医療区分２」及

び「医療区分３」の割合が低く、介護療養病床と医療療養病床の機能分担が進んでいるこ

とがわかった。 

 

○ これらの調査結果を踏まえ、現在、介護保険部会において今後の方針を検討しているとこ

ろであり、方針が決定され次第、速やかに第５期中におけるサービスの量を見込むに当た

っての基本的考え方を示す予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ その他 

１．介護療養型医療施設について 


